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栃木県・企業の想定為替レートに関する動向調査（2025 年度） 
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2025 年度の栃木県内企業の想定為替レートは平均 1 ドル＝139 円 34 銭となり、２０２４年

5 月時点（14３円５０銭）から４円１６銭の円高水準を想定していた。「１３６～１４０円」あるいは

「146～150 円」を想定している県内企業が各３１．４％と、企業間で想定格差が大きい。業界

別では『建設』『卸売』『製造』が 140 円台の一方で、『運輸・倉庫』は 130 円００銭とここでも幅

が広い。輸出企業では「大企業」が「中小企業」より 10 円６７銭円安の想定をしているようだ。 

 

※  調査期間は 2025 年 5 月 19 日～5 月 31 日。調査対象は栃木県内企業 400 社で、有効回答企業数は 145 社（回答

率 36.3％）。分析対象は想定為替レートを設定している企業 38 社。なお、想定為替レートに関する調査は 2023 年以

降、毎年実施し、今回で 3 回目  
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実勢レートとの差は縮小するも、 

輸出企業の収益悪化リスクに注目が集まる 

 

県内企業の想定為替レート 
平均 139 円 34 銭、 
前年より 4 円 16 銭高い設
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栃木県・企業の想定為替レートに関する動向調査（2025 年度） 

はじめに 

 

為替レートは時代背景によって大きく変動する。下記グラフにあるように、２０１１年頃には１ドル８０円を

下回るまで円高が進み、２０２２年以降は急速に円安に振れ、２０２４年には１６０円を上回る円安状態とな

った。実に２倍のレート差である。変動要因は、金利格差が大きいと言われているが、それ以外にも貿易

収支や物価変動などが影響することも考えられ、場合によっては政治的な介入により強制的に方向性を

変えることもあり得る。いずれにしても、企業業績は為替レートによって大きな影響を受けることは確実

であり、為替を考慮した施策が必要となってくる。 

そこで、帝国データバンク宇都宮支店では、県内企業の想定（設定）為替レートの実態を把握し、実勢

レートとの差を見ることでその影響について調査を行った。本調査は、TDB 景気動向調査 2025 年 5

月調査とともに行った。 

 

外国為替レートの推移  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

想定為替レートは平均 1 ドル＝139 円 34 銭、 

昨年の 143 円 50 銭より 4 円 16 銭の円高水準を想定 

 

2025 年 5 月時点での栃木県内企業の想定為替レートは、平均 1 ドル＝139 円 34 銭（以下、1 米ド

ル当たりの円レートを示す）となった。前年 5 月の 143 円 50 銭から 4 円 16 銭の円高水準を想定して

いた。 

想定為替レートの分布をみると、「136～140 円」および「146～150 円」を想定している企業が、各

31.4％と最も割合が高かった。次いで、「141～145 円」（11.4％）と「126～130 円」（8.6％）と続き、

概ね 136 円～150 円を想定する企業が 74.2％を占めた。 
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注1：2025年6月は、1日～16日17時時点の平均

注2：日本銀行「外国為替市況」より帝国データバンク作成
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参考までに全国調査の結果を見ると、平均レートは 139 円 64 銭。「146～150 円」（28.6％）、「141

～145 円」（25.0％）、「136～140 円」（21.8％）と、若干の分布差はあるものの、数値的には栃木県と

遜色のない内容となっている。 

 

図表１  想定為替レートの分布状況  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

企業からは、「物価高の影響が大きく消費マインドは冷え込んだままだ。この上、為替や関税など外的要

因が影響するとなると、景況感に大きく影響が出そうだ」（製造業）や「トランプ関税の影響がどこまで出るの

か、戦々恐々としている。全く先行きが見えてこない」（製造業）、「為替の変動によって、今まで儲かってい

た輸出産業がお金を使わなくなり、国内の景況感が下がることが最も懸念される」（サービス業）など、為替

変動が国内景気の先行きや自社の売り上げに与える影響を懸念する意見がみられた。一方で、「円高に振

れることは、輸入資材の価格が下がってくることにつながり歓迎したい。“割安感”が大事で、消費を刺激す

るのではないか」（建設）といった、円高によるコスト負担の軽減を期待する声も聞かれた。 

 

主要 6 業界の想定為替レートの差は最大 13.83 円、 

前年の 10.33 円差からやや拡大 

 

主要 6 業界別に想定為替レートをみると、『建設』が 143.83 円と最も円安で想定、以下、『卸売』

（141.57 円）、『製造』（140.93 円）と 3 業界で 140 円台を想定している。一方で、『運輸・倉庫』では

130.00 円と最も円高で想定、『サービス』（135.00 円）、『小売』13５.40 円と、同じく 3 業界では 130

円台で想定しているようだ。最も円安水準の『建設』と最も円高水準の『運輸・倉庫』の間には 13.83 円の

差があった。 



  4 

 

栃木県・企業の想定為替レートに関する動向調査（2025 年度） 

図表２  想定為替レート～主要６業界別～  

 

 

 

 

 

 

 

 

「輸入」に関わる企業は 

「輸出」に関わる企業より 1 円 75 銭の円安水準を想定 

 

輸出・輸入別に想定為替レートをみると、事業として直接または間接的に「輸出」を行っている企業では

143 円 50 銭となった。他方、「輸入」を行っている企業では 145 円 25 銭だった。輸入企業は輸出企業よ

り 1 円 75 銭程度円安の水準を想定しているようだ。 

輸出入に関係なく、想定為替レートを設定している県内企業を規模別で見ると、「大企業」は 148 円 89

銭、「中小企業」は 136 円 38 銭、中小企業のうち「小規模企業」は 134 円 93 銭だった。規模が大きくな

るほど、円安を想定する傾向がある。大企業と小規模企業との格差は、実に 13 円 96 銭と大きな開きがあ

る。実勢レートに近い設定をすることで、差損が生じるリスクを最小限にとどめたい思惑（輸入企業や小規

模企業に多い）や、逆に実勢よりも円安水準に設定することで、最終的には差益が出る形を目論んでいる

（輸出企業や大企業に多い）企業などもあり、考え方は千差万別のようだ。 

 

図表３  想定為替レート～規模、輸出入別～  
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139.34 148.89 136.38 134.93 (38)

輸出 143.50 151.50 140.83 140.00 (8)
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注：母数は想定為替レートを設定している企業38社
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まとめ 

 

栃木県内企業の 2025 年度の想定為替レートは平均 139 円３４銭であった。昨年 5 月時点の想定為替

レート（14３円５０銭）と比べると、企業は４円１６銭の円高水準を想定していることが分かった。また、「輸出」

を行う企業と「輸入」を行う企業では、収益への影響が逆方向に働くこともあるため、輸入企業は輸出企業

よりも１円７５銭の円安水準を想定しており、中小企業ではさらに広がって２円７４銭の円安水準を想定して

いた。 

実勢為替レートと想定為替レートの推移を見れば、２０１７年～２０２１年までは概ね大きな格差は生じてお

らず、為替相場を意識した事業計画や業績見通しなどはあまりクローズアップされていなかった。ところが、

２０２２年以降は大きな為替レートの変動に苛まれ、想定していた為替レートとの差損によって大幅な業績着

地点の相違が見られるようになった。輸出企業はこれで収益を上積みさせることになり、原材料や商材を輸

入で賄っている企業は差損が吸収できなくなる状態に陥った。 

現在の実勢レートは１ドル１４５円前後なので、想定レートとの差は縮まっているという見方で良いであろ

うが、国際情勢の不安定や、米国の関税政策の行方によっては大きな変化をもたらす可能性もあり得る。そ

の意味では貿易に関わっている企業に止まらず、経済全体に波及する影響も意識しないわけにはいかない。

そういったリスクにいかに対処するか、ヘッジも重要になってくるであろう。 

 

図表４  外国為替の実勢レートと想定レート  
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